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介護保険は、病気などで要介護状態となり、入浴、食事などの介護や
機能訓練、看護などの医療が必要となった人に対して、福祉・医療サー
ビスを提供する制度です。
この制度を運営するための保険料は、半分を公費（国２５％、県１２．５％、
市１２．５％）、残り半分を４０歳以上の人（４０歳～６４歳の人３０％、６５歳以上
の人２０％）で負担しています。

６５
歳
以
上
の
人
口
と
要
介
護
認
定
者
数
の
推
移

今
年
３
月
末
現
在
、
６５
歳
以
上
の
人
口

は
、
２
８，
２
０
９
人
で
、
高
齢
化
率
は
、

２７
・
８９
％
で
す
。市
の
人
口
の
約
４
人
に
一
人

が
６５
歳
以
上
と
な
っ
て
い
ま
す（
表
１
）。

ま
た
、
要
介
護
認
定
者
数
は
、
５，
５
３
４

人
で
す（
表
２
）。

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の
施
設
サ
ー

ビ
ス
は
、
施
設
で
提
供
さ
れ
る
食
費
な
ど
が

自
己
負
担
に
な
っ
た
た
め
、
平
成
１７
年
度
か

ら
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

し
か
し
、自
宅
で
訪
問
介
護
な
ど
の
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
居
宅
サ
ー
ビ
ス
費
は
、制

度
が
始
ま
っ
た
平
成
１２
年
に
比
べ
約
２
・
６

倍
に
増
加
し
、平
成
２０
年
度
に
は
、施
設
サ
ー

ビ
ス
費
を
上
回
り
ま
し
た
。

介
護
保
険

給
付
費
の
推
移

介護保険だより ～平成２１年度の決算状況～

介護を支える保険制度
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表１ ６５歳以上の人口と高齢化率（６５歳以上の人口の割合）の推移

表２ 要介護認定者数の推移
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介護保険給付費の推移
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は い
いいえ

１．
住
宅
改
修
費
の
支
給

要
介
護
認
定
を
受
け
た
人
が
、
次
の
住
宅

改
修
工
事
を
行
う
場
合
、
２０
万
円
を
限
度

に
、
工
事
費
の
９
割
を
介
護
保
険
か
ら
支
給

し
ま
す
。

※
事
前
の
申
請
が
必
要
な
た
め
、
必
ず
工
事

前
に
高
齢
者
福
祉
課
、
ま
た
は
地
域
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所

に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

【
対
象
と
な
る
工
事
】

①
手
す
り
の
取
り
付
け
②
段
差
の
解
消
③

滑
り
防
止
や
移
動
の
円
滑
化
な
ど
の
た
め
の

床
や
通
路
面
の
材
料
の
変
更
④
引
き
戸
な
ど

へ
の
扉
の
取
り
替
え
⑤
洋
式
便
器
な
ど
へ
の

便
器
の
取
り
替
え
⑥

①
〜
⑤
の
改
修
に
付

帯
し
て
必
要
と
な
る
住
宅
改
修

２．
福
祉
用
具
購
入
費
の
支
給

要
介
護
認
定
を
受
け
た
人
が
、
福
祉
用
具

を
購
入
し
た
場
合
、
１
年
間（
４
月
〜
翌
年

３
月
）に
１０
万
円
を
限
度
に
、
購
入
費
の
９

割
を
介
護
保
険
か
ら
支
給
し
ま
す
。

※
県
指
定
の
販
売
店
で
購
入
し
た
場
合
に
限

り
ま
す
。

【
対
象
と
な
る
福
祉
用
具
】

①
腰
掛
け
便
座
②
特
殊
尿
器
③
入
浴
補

助
用
具
④
簡
易
浴
槽
⑤
移
動
用
リ
フ
ト
の
つ

り
具
の
部
分

あ
な
た
の
保
険
料
は
？

納
付
の
方
法
は
？

６５
歳
以
上
の
人（
第
１
号
被
保
険
者
）

６５
歳
以
上
の
人
の
保
険
料
は
、
所
得
金
額

に
応
じ
て
８
段
階
に
設
定
さ
れ
て
お
り
、
６５

歳
の
誕
生
日
の
前
日
の
属
す
る
月
か
ら
対
象

に
な
り
ま
す
。

〈
保
険
料
の
納
付
〉

・
年
金
額
が
年
１８
万
円
以
上
の
場
合
は
、
年

金
か
ら
差
し
引
く
特
別
徴
収
と
な
り
ま

す
。
年
金
を
受
け
取
る
月（
偶
数
月
）に
介

護
保
険
料
が
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま

す
。

・
納
付
書
で
納
め
る
普
通
徴
収
の
人
は
、
７

月
か
ら
翌
年
２
月
ま
で
の
８
回
で
支
払
い

ま
す
。

※
納
付
書
で
納
め
る
人
に
は
、
納
め
忘
れ
な

ど
を
防
ぐ
た
め
、
便
利
で
確
実
な
口
座
振
替

の
利
用
を
勧
め
て
い
ま
す
。

４０
歳
〜
６４
歳
の
人（
第
２
号
被
保
険
者
）

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
場
合

は
、
所
得
割
、
資
産
割
、
均
等
割
、
平
等
割

を
組
み
合
わ
せ
て
計
算
し
ま
す
。

職
場
の
健
康
保
険
や
共
済
組
合
に
加
入

し
て
い
る
場
合
は
、
医
療
保
険
の
保
険
料
の

一
部
と
し
て
徴
収
し
ま
す
。

平
成
２１
年
度
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し

た
人
は
、延
べ
４
５，
０
２
９
人
で
、介
護
給
付

費
は
、歳
出
の
約
９５
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

歳
出
の
う
ち
、
そ
の
他
の
２
億
７，
１
９
７

万
円
に
は
、
要
介
護
認
定
に
伴
う
費
用
な
ど

総
務
費
１
億
６，
０
７
７
万
円
の
ほ
か
、
審

査
支
払
手
数
料
１，
０
４
７
万
円
な
ど
が
含

ま
れ
ま
す
。

平成２１年度の決算状況

平
成
２１
年
度
の

決
算
状
況

住
宅
改
修
や
福
祉
用
具
の
購
入
は

介
護
保
険
の
対
象
に
な
り
ま
す
！

問
い
合
わ
せ
先
　
高
齢
者
福
祉
課（
市
役
所

本
庁
１
階
1
０
８
４
８
^7
６
２
４
０
5

０
８
４
８
^4
２
１
３
０
）

歳入�
74億�

7,986万円�

歳出�
74億�

7,986万円�

居宅�
サービス費�
35億7,584万円�

施設サービス費�
31億2,819万円�

特定入居者�
介護サービス費�
2億2,508万円�

高額介護サービス費�
1億1,366万円�

地域支援事業費  1億6,512万円�

その他�
2億7,197万円�

国の負担金�
17億7,160万円�

県の負担金�
10億8,944万円�

市の負担金�
9億1,069万円�

40歳～64歳の人の�
保険料�
21億3,090万円�

65歳以上の人の保険料�
13億464万円�

繰越金  1億7,432万円�
繰入金･その他  9,827万円�

段　階 第１段階 第２段階 第３段階 特例第４段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階

月額保険料 1,980円 1,980円 2,970円 3,604円 3,960円 4,594円 4,950円 5,940円 6,930円

年額保険料 23,760円 23,760円 35,640円 43,243円 47,520円 55,123円 59,400円 71,280円 83,160円

スタート
a

前年の合計所得金額＋課税
年金収入額が80万円以下

同じ世帯に市民税を
納めている人がいる

前年の合計所得金額＋課税
年金収入額が80万円以下

老齢福祉年金を
受給している

市民税を納めている生活保護を受給
している

前年の合計所得
金額が600万円以上

前年の合計所得
金額が200万円以上

前年の合計所得
金額が125万円以上

65歳以上の人の保険料


